
Business Labor Trend 2017.8-9

24

働き方の未来

　アンケート調査は、企業調査については全国の常用
労働者100人以上の企業１万2,000社を対象に実施
（企業調査では、信用調査機関が保有する企業データ
ベースにより、産業・従業員規模別に層化無作為抽出）。

労働者調査は、調査対象企業で雇用されている正社員
８人に配付した（計９万6,000人）。調査期間は、
2017年１月30日から２月10日。調査方法は郵送によ
る調査票の配付・回収。企業調査の有効回収数は2,505
件（有効回収率20.9％）、労働者調査の有効回収数１
万2,839件（有効回収率13.4％）。回答属性は33頁の
表１、表２参照。

１　AI（人工知能）（注１）の職場への導入状況

　企業調査では、「現在、貴社の職場には、AI（人工
知能） が導入されていますか」と尋ねている。それに
よれば、職場でAIが「すでに導入済み」とする企業
が0.8％、「現在、導入を検討中」が3.8％、「現時点で
導入予定なし」が94.9％となっている。「導入・導入
検討中」計（「すでに導入済み」「現在、導入を検討中」
の合計）は4.6％である。
　AIの「導入・導入検討中」計について、従業員規
模別に見ると、規模が大きくなるほどその割合は高く
なる。「導入・導入検討中」計について業種別に見ると、

「金融業、保険業」（19.2％）、「医療、福祉」（10.9％）、
「電気・ガス・熱供給・水道業」（7.1％）、「建設業」
（5.5％）、「情報通信業」（5.2％）、「サービス業（他

AIの導入で職場はどう変わるのか、必要な準備は何か？
「イノベーションへの対応状況調査」【企業調査】
「イノベーションへの対応に向けた働き方のあり方等に関する調査 ｣【労働者調査】

　人口減少による労働力供給制約下にある我が国に
おいて、経済成長していくためには、一人ひとりが
生み出す付加価値（労働生産性）を高めていくこと
が重要といえる。これに最も寄与すると考えられて
いるのはイノベーションを促進し、事業活動に生か
すことである。このため、今後のイノベーションで
中心となるAI（人工知能）やICT（情報通信技術）に
注目して、企業・労働者がどのようにこれらの技術
に対応していくべきかを明らかにしていくため、企
業・労働者アンケート調査を行った。本稿では、AI
（人工知能）に絞って、調査結果を紹介する。

図表 1　AI の職場への導入状況（単位＝％）【企業調査】
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合計 2,505 0.8 3.8 94.9 0.6 4.6

＜従業員規模＞

3.30.06.695.28.0811下以人９９

5.35.00.691.34.0971,1人９９２～００１

8.33.09.590.38.0337人９９９～００３

7.89.04.090.77.1854上以人０００，１

＜業種＞

0.00.00.0010.00.03業取採利砂、業石採、業鉱

5.50.05.495.50.0281業設建

0.47.02.593.37.0496業造製

電気・ガス・熱供給・水道業 14 0.0 7.1 85.7 7.1 7.1

2.50.08.496.26.277業信通報情

0.50.11.495.35.1202業便郵、業輸運

4.24.01.792.22.0654業売小、業売卸

2.910.08.084.518.325業険保、業融金

7.30.03.697.30.072業貸賃品物、業産動不

学術研究、専門・技術サービス業 50 0.0 2.0 98.0 0.0 2.0

3.20.07.795.18.0231業スビーサ食飲、業泊宿

生活関連サービス業、娯楽業 38 2.6 0.0 97.4 0.0 2.6

8.30.02.699.19.135業援支習学、育教

9.010.01.987.82.229祉福、療医

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 2 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの） 332 0.6 4.5 94.9 0.0 5.1

5.10.05.895.10.066他のそ

※「導入・導入検討中」計は、「すでに導入済み」「現在、導入を検討中」の合計。
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に分類されないもの）」（5.1％）などが高
い（図表１）。
　企業調査では、AIの導入に際して準備
していること（複数回答）について尋ねて
いる。それによれば、「特に何もしていない」
とする企業が91.9％とほとんどとなって
いる。
　しかし、AIの導入・検討状況別に見ると、

「導入・導入検討中」とする企業では、「特
に何もしていない」が35.1％と最も多い
ものの、具体的な準備内容としては、「AI
を職場に導入するための検討チームの設
立」が27.2％で最も多く、次いで、「AI関
連の研究機関・企業との連携・共同開発」
が21.9％、「既存の従業員のAI関連の教育
訓練・研修強化」が17.5％、「AIの製品化
に向けた検討チームの設立」が7.0％、「AI
関連の人材の採用強化」が6.1％、「AI関
連の研究開発投資の増額」が5.3％などと
なっている（図表２）。

労働者は３割弱が対応・準備意向あり

　一方、労働者調査（注２）でも、AIの知識・
スキルを習得するための対応・準備状況を
尋ねているが、それによれば、「すでに対応・
準備をしている」が1.7％、「対応・準備を
したい」が28.1％、「特段に何もしない」
が68.2％となっている。労働者側は「す
でに対応・準備をしている」に加え、「対応・
準備をしたい」とする意向も含めて考える
と、３割程度がAIについて関心を示して
いる。
　これをAIの導入・検討状況別に見ると、
「導入・導入検討中」では、「すでに対応・準備をし
ている」が14.5％、「対応・準備をしたい」が51.8％、
「特段に何もしない」が32.8％となっている。その
一方で、「導入予定なし・わからない」では、「すでに
対応・準備をしている」が1.3％、「対応・準備をした
い」が27.6％、「特段に何もしない」が70.0％となっ
ている（図表３）。導入・導入検討中の企業で働く労
働者のほうがAIに対する関心度が高くなっている。
　AIの知識・スキルを習得するための対応・準備で「す

でに対応・準備している」と回答した者に対して、対
応・準備の内容（複数回答）を尋ねたところ、「AIに
関する知識をニュース等で得ることに努めている」が
62.3％と最も多く、次いで、「AIの知識・スキルを習
得するための自己啓発を行っている」が47.1％、「AI
に関連する業務にすでに携わっている」が16.1％と
なっている。
　これをAIの導入・検討状況別にみると、「AIに関連
する業務にすでに携わっている」の割合は、「導入予

図表 2　AI の導入に際して、準備していること（MA、単位＝％）
【企業調査】

図表 3　AI の知識・スキルを習得するための対応・準備の状況
（単位＝％）【労働者調査】

図表 4　AI の知識・スキルを習得するための対応・準備の内容
（MA、単位＝％）【労働者調査】
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【AIの導入・検討状況】
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定なし・わからない」（7.8％）に比べ「導
入・導入検討中」（37.9％）のほうが高い（図
表４）。

AIの役割・機能は、既存の業務効率
の向上、労働力の省力化、業務提供
価値の向上が上位

　企業調査・労働者調査ではいずれも、職
場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、
導入が検討されている」と回答した企業・
労働者に対して、職場において導入されて
いる（検討中の場合、導入が予定されてい
る）AIの役割・機能（複数回答）について
尋ねている。
　それによれば、企業調査では、「既存の
業務効率・生産性を高める役割・機能」が
67.5％と最も多く、次いで、「既存の労働
力を省力化する役割・機能」が54.4％、「既
存の業務の提供する価値（品質や顧客満足
度など）を高める役割・機能」が43.0％、「不
足している労働力を補完する役割・機能」
が36.8％、「これまでに存在しなかった新
しい価値をもった業務を創出する役割・機
能」が26.3％、「新しい業務に取組む意欲
や満足度を高める役割・機能」が12.3％、
「既存の業務に取組む意欲や満足度を高め
る役割・機能」が9.6％などとなっている。
　一方、労働者調査でも、上位となってい
るのは「既存の業務効率・生産性を高める
役割・機能」「既存の労働力を省力化する
役割・機能」「既存の業務の提供する価値（品
質や顧客満足度など）を高める役割・機能」
などである。
　企業・労働者いずれも、「既存の業務効率・
生産性を高める役割・機能」「既存の労働
力を省力化する役割・機能」「既存の業務
の提供する価値を高める役割・機能」などが上位にき
ている。既存の業務効率・生産性の向上や労働力の省
力化、業務提供価値の向上で、AIの活用（検討含む）
をしている状況がうかがえる（図表５）。

２　今後、AIが導入された場合の影響

企業の８割がAI導入で業務効率上昇の認識

　企業調査・労働者調査ではいずれも、職場にAIが
導入されることによる、従業員の業務の範囲、労働時

図表 5　職場に導入（導入予定）されている AI（人工知能）の役割・
機能（MA、単位＝％）【企業調査・労働者調査】

図表 6　AI 導入による業務への影響に対する認識（単位＝％）
【企業調査・労働者調査】

図表 7　今後、AI が導入された場合の従業員数の増減（単位＝％）
【企業調査】

54.4 

43.0 

36.8 

26.3 

12.3 

9.6 

2.6 

9.6 

42.3 

37.0 

21.8 

23.0 

4.5 

4.5 

4.8 

1.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

既存の業務効率・生産性を高める役割・機能

既存の労働力を省力化する役割・機能

既存の業務の提供する価値（品質や顧客満足度など）を高める

役割・機能

不足している労働力を補完する役割・機能

これまでに存在しなかった新しい価値をもった業務を創出する

役割・機能

新しい業務に取組む意欲や満足度を高める役割・機能

既存の業務に取組む意欲や満足度を高める役割・機能

その他

無回答

企業調査(n=114）

労働者調査(n=400)

※企業調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した企業を対象に集計。

労働者調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した者を対象に集計。
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企業調査 114 6.1 30.7 42.1 9.6 11.4 36.8 51.7

労働者調査 400 13.0 26.0 52.5 7.3 1.3 39.0 59.8

【②労働時間】
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【③業務効率】

企業調査 114 27.2 50.9 7.9 1.8 12.3 78.1 9.7

労働者調査 400 27.8 63.8 7.3 0.5 0.8 91.6 7.8

【④従業員の意欲】

企業調査 114 11.4 64.0 9.6 2.6 12.3 75.4 12.2
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※企業調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した企業を対象に集計。

労働者調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した者を対象に集計。
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少」の合計。【③業務効率】及び【④従業員の意欲】の「上昇・計」は「上昇」「やや上昇」の合計。「低下・計」は

「やや低下」「低下」の合計。
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間、業務効率、意欲への影響を尋ねている（以下、職
場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検
討されている」と回答した企業・労働者を対象に集計）。
これを見たものが図表６である。
　それによれば、「①業務の範囲」については、企業
調査では、「増加・計」（「増加」「やや増加」の合計）
の割合は36.8％、「減少・計」（「やや減少」「減少」
の合計）の割合は51.7％となっている。一方、労働
者調査も、「増加・計」の割合は39.0％、「減少・計」
の割合は59.8％となっている。企業・労働者いずれも、

「業務の範囲」では、「減少・計」の割合が「増加・計」
の割合を上回っている（図表６-①）。
　「②労働時間」については、企業調査では、「増加・
計」の割合は9.7％とわずかであり、「減少・計」の割
合は78.1％と大半を占める。一方、労働者調査も、「増
加・ 計」 の 割 合 は18.0 ％、「減 少・ 計」 の 割 合 は
81.0％となっている。企業・労働者いずれも、「減少・
計」の割合が「増加・計」の割合を大きく上回ってい
る。AIの導入により、労働時間が減少するとの認識
を抱く割合が高い（図表６-②）。
　「③業務効率」については、企業調査では、「上昇・
計」（「上昇」「やや上昇」の合計）の割合は78.1％、「低
下・計」（「やや低下」「低下」の合計）の割合は9.7％
となっている。一方、労働者調査では、「上昇・計」
の割合は91.6％、「低下・計」の割合は7.8％となっ
ている。企業・労働者いずれも、「上昇・計」の割合
が「低下・計」の割合を大きく上回っている。AIの
導入により、業務効率が上昇するとの認識を抱く割合
が高い（図表６-③）。
　「④従業員の意欲」については、企業調査では、「上
昇・ 計」 の 割 合 は75.4 ％、「低 下・ 計」 の 割 合 は
12.2％となっている。一方、労働者調査では、「上昇・
計」の割合は63.8 ％、「低下・計」の割合は35.3％
となっている。企業・労働者いずれも、「上昇・計」
の割合が「低下・計」の割合を上回っている。従業員
の意欲の「低下・計」の割合を比較すると、企業に比
べ労働者のほうがその割合は高い（図表６-④）。
　総じてみると、AIを導入することにより、企業と
労働者いずれも、業務の範囲が減少すると考える層が
半数程度おり、労働時間に関しては概ね減少すると捉
えている。また、業務効率については企業と労働者い
ずれも、大半が上昇すると捉えている。先述のとおり、

現在導入・検討されているAIの機能・役割は、既存
の業務効率・生産性の向上や労働力の省力化を主眼に
している企業が多く、業務効率の上昇が期待されてい
るようだ。一方、企業と労働者いずれも、従業員の意
欲も上昇するとする割合が高い。ただし、企業に比べ、
労働者のほうが低下するとする割合がやや高く、労働
者のなかには、AI導入により意欲が低下すると考え
る者も一定数いることがわかる。

従業員数、企業の半数は「変わらない」、４割
が減少と回答。増加は少数

　企業調査では、今後、AIが導入された場合の従業
員数（うち、正社員数、非正社員数）の増減の変化を
尋ねている。
　それによれば、全従業員数の増減では、「変わらない」
が51.9％と半数を占め、「減少・計」（「減少する」「や
や減少する」の合計）の割合も42.0％と高く、「増加・
計」（「増加する」「やや増加する」の合計）は2.7％と
少数である。
　正社員数と非正社員数の増減を比較すると、「増加・
計」の割合はいずれも少数である点で違いはない。非
正社員数に比べ正社員数のほうが「変わらない」とす
る割合が高い一方で、正社員数に比べ非正社員数のほ
うが「減少・計」の割合が高い（図表７）。
　また、企業調査では、今後、AIが導入された場合
の管理職、技術職、営業職・事務職の従業員数の増減
の変化についても尋ねている。それによれば、「管理職」
の増減では、「変わらない」が76.0％と多数を占め、「減
少・計」（「減少する」「やや減少する」の合計）の割
合は17.9％となっており、「増加・計」（「増加する」「や
や増加する」の合計）は2.4％と少数である。
　「技術職」の増減で見ると、「変わらない」が65.9％
と大半を占め、「減少・計」の割合も21.7％となって
おり、「増加・計」は7.5％と少数である。
　「営業職・事務職」では、「変わらない」が55.7％
と半数強を占め、「減少・計」の割合も38.2％と高く、
「増加・計」は2.1％と少数である。
　各職種を比較すると、「増加・計」の割合は少数で
ある点で違いはないが、そのなかでは技術職の「増加・
計」の割合が最も高い。「減少・計」の割合を見ると、「営
業職・事務職」が最も高く、次いで、「技術職」「管理
職」の順となっている（図表８）。
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３　AI導入の影響に対する労働者の認識

AIにほとんど代替は少数。一部代替
は６割、代替はほとんどないも３割

　労働者調査では、「今後、あなたの職場
にAIが導入された場合、あなたの職種の
業務をAIが取って代わる（AIがあなたの
業務を代替する）ことがあると思いますか」
と尋ねている。それによれば、「仕事のほ
とんどが代替可能だと思う」は、5.4％と
少数である一方、「一部代替が可能だと思
う」が61.7％あり、「代替はほとんどない」
は30.5％となっている。
　従業員規模別に見ると、「代替あり・計」

（「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一
部代替が可能だと思う」の合計）は規模が
大きくなるほどその割合が高くなる。
　業種別に見ると、「代替あり・計」の割
合は「金融業、保険業」「学術研究、専門・
技術サービス業」「情報通信業」「不動産業、
物品賃貸業」などで高い。一方、「代替は
ほとんどない」の割合は、「鉱業、採石業、
砂利採取業」「複合サービス事業（郵便局、
協同組合など）」「医療、福祉」「電気・ガス・
熱供給・水道業」などで高い。
　職種別に見ると、「代替あり・計」の割
合は「事務職」で最も高い。一方、「代替
はほとんどない」の割合は、「運搬・清掃等労務職」「建
設・採掘職」「輸送・機械運転職」「保安職」「販売職」

「製造・生産工程職」などで高くなっている（図表９）。

労働者、AI導入されても雇用維持が８割

　労働者調査では、AIによる業務の代替可能性につ
いて「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代
替が可能だと思う」と回答した者に対して、「仕事が
AIに取って代わられた場合に、どんな仕事に就くこ
とになるか」を尋ねている。
　まず、AIに代替された場合の雇用（「A：自社での
雇用は保持される」か、「B：他社に転職を余儀なく
される」か）について見ると、A計（「自社での雇用
保持・計」：「Aである」「どちらかといえばA」の合計）

は78.7％、B計（「他社に転職・計」：「Bである」「ど
ちらかといえばB」の合計）は18.0％となっている。「自
社での雇用保持・計（A計）」が「他社に転職・計（B
計）」を大きく上回っている。AIによる業務の代替可
能性があると考えている者でも、それにより転職を余
儀されるとは考えていない者が大半であることがわか
る。
　ただし、AIによる業務の代替可能性別に見ると、「一
部代替が可能だと思う」に比べて「仕事のほとんどが
代替可能だと思う」のほうが、「他社に転職・計（B計）」
の割合が高い。「仕事のほとんどが代替可能だと思う」
とする者では、「他社に転職・計（B計）」は54.6％と
半数となっている（図表10）。
　また、AIに代替された場合の知識・スキル（「A：

図表 8　今後、AI が導入された場合の正社員（職種）の増減
（単位＝％）【企業調査】

図表 9　AI による業務の代替可能性（単位＝％）【労働者調査】
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1.765.25.037.164.5938,21計合

＜従業員規模＞

6.651.32.043.843.8045下以人９９

7.465.28.231.956.5908,5人９９２～００１

3.863.25.924.369.4328,3人９９９～００３

6.272.23.525.761.5095,2上以人０００，１

＜業種＞

12業取採利砂、業石採、業鉱 9.5 42.9 42.9 4.8 52.4

9.968.13.828.261.7170,1業設建

5.964.21.822.463.5785,3業造製

461業道水・給供熱・スガ・気電 4.3 56.7 37.8 1.2 61.0

0.372.29.421.969.3414業信通報情

9.269.22.439.550.7289業便郵、業輸運

5.862.22.927.268.5659,1業売小、業売卸

8.472.20.329.869.5073業険保、業融金

7.4821業貸賃品物、業産動不 67.2 26.6 1.6 71.9

学術研究、専門・技術サービス業 327 7.6 67.0 22.9 2.4 74.6

6.4565業スビーサ食飲、業泊宿 60.2 32.6 2.7 64.8

791業楽娯、業スビーサ連関活生 3.6 61.9 32.5 2.0 65.5

9.568.24.131.368.2523業援支習学、育教

1.069.10.834.657.3735祉福、療医

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 0.0 61.1 38.9 0.0 61.1

サービス業（他に分類されないもの） 1,717 4.6 57.1 35.4 3.0 61.7

5.063.31.638.557.4063他のそ

＜職種＞

3.162.26.637.856.2547,2職理管

2.466.22.338.164.2863,1職術技・門専

2.273.24.527.465.7410,7職務事

6.853.11.047.659.1625職売販

6.751.53.737.359.3533職スビーサ

8.747.85.348.740.032職安保

4.752.34.934.350.4104職程工産生・造製

1.735.65.650.921.826職転運械機・送輸

1.830.09.161.830.012職掘採・設建

2.230.07.766.036.126職務労等掃清・搬運

5.668.37.923.262.4632他のそ

※「代替あり・計」は「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」の合計。
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これまで培った知識・スキルの延長線上で
仕事に就いている」か、「B: これまで培っ
た知識・スキルとは別の仕事に就いている」
か）について見ると、A計（「従来の知識・
スキルの延長線上・計」：「Aである」「ど
ちらかといえばA」の合計）は74.6％、B
計（「従来の知識・スキルとは別の仕事・計」：

「Bである」「どちらかといえばB」の合計）
は21.9％となっている。「従来の知識・ス
キルの延長線上・計（A計）」が「従来の
知識・スキルとは別の仕事・計（B計）」
を大きく上回っている。AIが導入されても、
これまで培った知識・スキルの延長線上で
仕事をすると考えている者が大半となって
いる。ただし、AIによる業務の代替可能
性別に見ると、「一部代替が可能だと思う」
に比べて「仕事のほとんどが代替可能だと
思う」のほうが、「従来の知識・スキルと
は別の仕事・計（B計）」の割合が高い（図
表11）。AIに業務がほとんど代替されると
考える者の半数はこれまで培った知識・ス
キルを活かせなくなると考えているようだ。
　AIに代替された場合の業務（「A：AIで
はできない高度な仕事（創造性、嗜好など
の価値判断等）に就いている」か、「B：
AIの機能を補完・保守するような業務に
就いている」か）については、A計（「AI
ではできない高度な仕事・計」：「Aである」
「どちらかといえばA」の合計）は52.9％、
B計（「AIの機能の補完・保守業務・計」：

「Bである」「どちらかといえばB」の合計）
は43.2％となっている。「AIができない高
度な仕事・計（A計）」のほうが「AIの機
能の補完・保守業務・計（B計）」を上回っ
ているが、両者は半々の状態といえる。
　AIによる業務の代替可能性別に見ると、「一部代替
が可能だと思う」に比べて「仕事のほとんどが代替可
能だと思う」のほうが、「AIの機能の補完・保守業務・
計（B計）」の割合が高い（図表12）。AIに業務がほと
んど代替されると考える者の「AIの機能の補完・保
守業務・計（B計）」は63.2％となっている。一方、「一
部代替が可能だと思う」とする者の半数は、AIを活

用することで、AIではできない高度な仕事に従事で
きると考えているようだ（注３）。

AI導入で雇用不安なしが６割と多数。若年者
ほど雇用不安が高い

　労働者調査では、自社の職場へのAIの導入希望を
尋ねているが、それによれば、「積極的導入を希望・計」
（「積極的に導入してほしい」「どちらかといえば積極

図表 10　仕事が AI に代替された場合の雇用（単位＝％）
【労働者調査】

図表 11　仕事が AI に代替された場合の知識・スキル（単位＝％）
【労働者調査】

図表 12　仕事が AI に代替された場合の業務（単位＝％）
【労働者調査】

Ａである どちらかと

いえばＡ

どちらかと
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Ｂである 無回答

合計 8,607 23.5 55.2 14.4 3.6 3.3 78.7 18.0

＜AIによる業務の代替可能性＞

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 8.5 33.1 31.3 23.3 3.8 41.6 54.6

一部代替が可能だと思う 7,916 24.8 57.1 12.9 1.9 3.3 81.9 14.8

①AIに代替された場合の雇用

n
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なくされる
Ａ計 Ｂ計

※「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者を対象に集計。A計は「Aである」「どちらかと

いえばA」の合計。B計は「どちらかといえばB」「Bである」の合計。
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合計 8,607 19.3 55.3 17.1 4.8 3.5 74.6 21.9

＜AIによる業務の代替可能性＞

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 7.8 36.3 28.9 22.4 4.5 44.1 51.3

一部代替が可能だと思う 7,916 20.3 56.9 16.1 3.2 3.4 77.2 19.3
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n

Ａ.これまで培った知

識・スキルの延長線上

で仕事に就いている

Ｂ.これまで培った知

識・スキルとは別の仕

事に就いている Ａ計 Ｂ計

※「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者を対象に集計。A計は「Aである」「どちらかと

いえばA」の合計。B計は「どちらかといえばB」「Bである」の合計。

Ａである どちらかと

いえばＡ

どちらかと

いえばＢ

Ｂである 無回答
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仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 9.7 21.9 37.0 26.2 5.2 31.6 63.2

一部代替が可能だと思う 7,916 13.8 41.0 35.6 5.9 3.7 54.8 41.5

※「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者を対象に集計。A計は「Aである」「どちらかと

いえばA」の合計。B計は「どちらかといえばB」「Bである」の合計。
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的に導入してほしい」の合計）の割合は
38.6％である一方で、「導入に消極的・計」
（「どちらかといえば消極的である」「導入
には消極的である」の合計）の割合は
60.4％となっている。「導入に消極的・計」
のほうが「積極的導入を希望・計」を上回っ
ている。そこで、AI導入の場合の業務効
率の影響別に見ると、AIの導入により業
務効率が「低下」に比べて「上昇」とする
者ほど、「積極的導入を希望・計」の割合
は高くなる傾向にある（図表13）。AIの導
入により業務効率が上昇すると考えている
者ほど、AI導入に積極的な意向を示して
いるようだ。
　AIが職場に導入された場合の雇用不安
感は、「雇用不安を感じる」が10.3％、「ど
ちらかといえば雇用不安を感じる」が
26.7％、「どちらかといえば雇用不安はな
い」が42.1％、「全く雇用不安はない」が
20.2％となっている。「雇用不安あり・計」
（「雇用不安を感じる」「どちらかといえば
雇用不安を感じる」の合計）は37.0％、「雇
用不安なし・計」（「どちらかといえば雇用
不安はない」「全く雇用不安はない」の合計）
は62.3％となっており、「雇用不安なし・
計」が「雇用不安あり・計」を上回っている。
　これを性別に見ると、「雇用不安あり・計」
の割合は、男性が30.9％、女性が44.6％で、
男性に比べ女性のほうが高い。性・年齢別に見ると、
男女いずれも、概ね年齢が低くなるほど、「雇用不安
あり・計」の割合が高くなる。一方、高齢の男性ほど
雇用不安を感じない傾向にある。職場へのAI導入は、
導入時期が今後の企業がほとんどであり、その影響が
顕在化する時期も先であることから、高齢層ほど雇用
不安を感じないようだ。逆に若年層（特に女性）ほど、
雇用不安を感じる傾向にある。若年層ほど、AIによ
る技術革新を受容しやすい反面、雇用不安も感じやす
い傾向にあるようだ。
　次に、AIによる業務の代替可能性別にみると、代
替可能性が高いほど、「雇用不安あり・計」の割合が
高くなる傾向にある。「仕事のほとんどが代替可能だ
と思う」とする者では、「雇用不安あり・計」の割合

は77.4％となっている。「一部代替が可能だと思う」
とする者でも、「雇用不安あり・計」の割合は41.5％だ。
一方、「代替はほとんどない」とする者では、「雇用不
安なし・計」の割合が78.6％となっている。
　職種別に見ると、「雇用不安あり・計」の割合は、「保
安職」「事務職」「製造・生産工程職」などで高い。逆
に、「雇用不安なし・計」の割合が高いのは、「建設・
採掘職」「管理職」「専門・技術職」「販売職」「運搬・
清掃等労務職」などとなっている（図表14）。管理職
や専門・技術職など、高度なスキルや判断業務を伴う
職種では雇用不安をあまり感じないようだ。また、先
述のとおり、労務職的な職種のなかには、AIロボッ
トによる代替可能性が低いと考えている者もみられ、
雇用不安を感じない層も多いようである。

図表 14　自社の職場に AI が導入された場合の雇用不安感
（単位＝％）【労働者調査】
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12,839 10.3 26.7 42.1 20.2 0.7 37.0 62.3

4.869.038.09.525.240.229.8951,7性男

6.456.447.00.316.146.230.21576,5性女

5.369.536.07.528.738.421.11000,1下以代０２

8.767.135.04.524.243.224.9349,1代０３

5.869.036.02.523.340.329.7124,2代０４

8.072.820.12.626.443.919.8864,1代０５

3.475.322.22.331.143.612.7913上以代０６

7.159.744.09.118.932.537.21674,1下以代０２

3.551.446.09.214.249.132.21546,1代０３

0.553.446.04.316.140.333.11107,1代０４

2.855.043.12.410.441.824.21257代０５

8.259.244.42.316.930.339.919上以代０６

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 38.5 38.9 12.7 9.6 0.3 77.4 22.3

一部代替が可能だと思う 7,916 10.1 31.4 43.6 14.6 0.2 41.5 58.2

代替はほとんどない 3,917 5.7 15.3 45.1 33.5 0.4 21.0 78.6

9.274.626.03.726.543.911.7547,2職理管

6.275.628.01.725.549.716.8863,1職術技・門専

7.556.347.09.418.049.137.11410,7職務事

7.968.924.02.625.341.127.8625職売販

4.955.831.27.227.636.629.11533職スビーサ

2.258.740.04.718.435.343.432職安保

9.651.240.17.022.639.922.21104職程工産生・造製

1.851.738.49.332.426.225.4126職転運械機・送輸

0.0010.00.04.256.740.00.012職掘採・設建

4.966.030.02.542.429.217.7126職務労等掃清・搬運

1.965.034.00.521.448.027.9632他のそ

※「雇用不安あり・計」は、「雇用不安を感じる」「どちらかといえば雇用不安を感じる」の合計。「雇用不安なし・

計」は、「どちらかといえば雇用不安はない」「全く雇用不安はない」の合計。

合計

＜性別＞

＜性・年齢＞

男

性

女

性

＜AIによる業務の代替可能性＞

＜職種＞

図表 13　自社の職場への AI 導入意向（単位＝％）【労働者調査】
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４　�AIの活用が一般化する時代の�
能力、スキル

求める能力、「対人関係能力」「人間的
資質」「企画発想力や創造性」が上位

　AIの活用が一般化する時代（注４）におい
て、企業調査では、従業員に求める能力（複
数回答）を尋ね、同様に、労働者調査でも、
求められる能力（複数回答）について尋ね
ている。企業調査によれば、従業員に求め
る能力とは、「チャレンジ精神や主体性、
行動力、洞察力などの人間的資質」が
63.8％と最も多く、次いで、「コミュニケー
ション能力やコーチングなどの対人関係能
力」が61.9％、「企画発想力や創造性」が
54.7％、「情報収集能力や課題解決能力、
論理的思考などの業務遂行能力」が45.7％
などとなっている。
　一方、労働者調査においても、求められ
る能力とは、「コミュニケーション能力や
コーチングなどの対人関係能力」「チャレ
ンジ精神や主体性、行動力、洞察力などの
人間的資質」「企画発想力や創造性」など
が上位にきている（図表15）。
　企業・労働者いずれも、「対人関係能力」
「人間的資質」「企画発想力や創造性」が
重視されている点に違いはない。各項目を
比較すると、労働者に比べて企業のほうが、
「情報収集能力や課題解決能力、論理的思
考などの業務遂行能力」「チャレンジ精神
や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質」の割合
が高くなっている。
　次に、AIの活用が一般化する時代において、企業
調査では、今後、求めるスキル（複数回答）を尋ねて
おり、同様に、労働者調査でも、今後、取得したいス
キル（または自分の子どもに習得させたいスキル）（複
数回答）を尋ねている。
　企業調査では、求めるスキルとは、「AIの価値や可
能性を正しく理解するための基礎的知識」が69.3％
と最も多く、次いで、「AIの価値や可能性を正しく理
解するための技術力」が43.8％、「AIの活用方法を考

えるための創造性やデザイン力」が38.0％などとなっ
ている。
　一方、労働者調査でも、「AIの価値や可能性を正し
く理解するための基礎的知識」「AIの価値や可能性を
正しく理解するための技術力」「AIの活用方法を考え
るための創造性やデザイン力」が上位にきている（図
表16）。
　企業・労働者いずれも、AIに関する基礎的知識や
AIの価値や可能性を理解するための技術力、AIの活
用方法を考えるための創造性を重視しているようだ。
その一方で、「各種システムにAIを実装するためのス

63.8 

61.9 

54.7 

45.7 

21.0 
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情報収集能力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力

語学力や理解力、表現力などの基礎的素養

その他

無回答

企業調査(n=2,505）

労働者調査（n=12,839)
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その他

特にない

無回答

企業調査(n=2,505）

労働者調査（n=12,839)

図表 15　AI の活用が一般化する時代での求められる能力（MA、
単位＝％）【企業調査・労働者調査】

図表 16　AI の活用が一般化する時代において、AI の活用のスキル
のうち、今後、求めるスキル（MA、単位＝％）

【企業調査・労働者調査】
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キル」「AIを作るためのプログラ
ムを読み書きする基本スキル」
「AIの様々な可能性を探索・追
求していく高度なプログラミング、
設計力、データの目利き」など、
技術的なスキルについては、企業・
労働者とも２割程度となっている。
　先述のとおり、企業・労働者が
必要と考える能力は、「対人関係
能力」「人間的資質」「企画発想力
や創造性」など、AIではできな
い（代替で担えない）仕事であり、
AIを活用するための能力といえ
る。求めるスキルにおいても、技
術的なスキルよりは、AIを活用
するためのスキルが求められてい
ることがうかがえる。

AI教育、「義務教育段階での学習指導」がトップ

　労働者調査では、「AIの活用が一般化する時代にお
いて、あなた自身やあなたの子どもが、AI活用のス
キルを取得しようとする場合、どのような学習環境や
支援制度が必要とお考えですか」（複数回答）と尋ね
ている。
　それによれば、「義務教育段階での学習指導」が
61.5％と最も多く、次いで、「大学等高等教育機関に
おける教育・研究の充実」が45.0％、「企業における
OJT（企業内訓練）の計画的・実践的な推進」が
35.0％、「企業における自己啓発に関する支援制度」
が30.1％、「外部サービスによる教育・訓練プログラ
ムの提供」が25.1％、「国家資格・国家試験制度の創設」
が24.3％、「企業におけるOFF-JT（企業外訓練）の充
実」が19.5％などとなっている。「特に学習環境や支
援制度は必要ない」は4.4％と少数である（図表17）。
　AI活用のスキル取得では、義務教育段階の早い時
期に始まることや、大学等の高等教育機関での教育・
研究で培われることも重要ととらえている。いずれも
企業外であり、企業に入社する前の初等教育段階や高
等教育機関での学習環境を有益と見ている。その一方
で、企業によるOJTや自己啓発支援も３割程度が必
要と考えており、企業の教育環境と個人の自己啓発の
双方が重要との認識もうかがえる。

〔注〕
１ 　調査票上のAIの説明では、以下のように注記を入れている。「近

年、人工知能（AI）の進化が急速に進んでいると言われています。
現時点では、「人間のように考えるコンピューター」としての人工
知能（AI）は実現してはいませんが、近年の人工知能（AI）の研
究開発によって「識別（音声認識や画像認識など）」「予測（数値
予測やマッチングなど）」「実行（表現生成やデザインなど）」といっ
た機能の一部が実用レベルに達し、生活や産業への人工知能（AI）
の導入が始まっています。人工知能が製品・サービスに組み込ま
れることにより、例えば、AI搭載家電（掃除用ロボット等）やゲー
ム（囲碁、将棋等）、インターネットの検索エンジンによる広告、
受付窓口用ロボット、コールセンターでの自動対応、金融市場で
の高速トレード、自動車の自動運転の開発など、これまで人間が
対応していた様々な場において人工知能の活用が進み始めていま
す」

２ 　労働者調査でも、職場のAIの導入状況を聞いているが、労働者
側から見ると、職場でAIが「すでに導入済み」とする者が1.1％、「現
在、導入が検討されている」が2.0％、「現時点で導入予定なし」
が67.1％、「わからない」が27.4％となっている。

３ 　先述のとおり、今回の調査では、「仕事のほとんどが代替可能だ
と思う」は5.4％と少数である。今回の調査時点では、AIが完全
に人間の仕事に取って代わるとの認識は少ないようだ。これにつ
いては、本号所収の諏訪康雄「働き方の未来とキャリア権」が示
すように、AIによる「技術進歩の影響は必ずしも雇用代替型（敵
対型）とならず、むしろ雇用支援型（補完型）が主流となる」と
の指摘が示唆的である（また、AI研究者による見解として、本号
所収の山田誠一「AIによって変わる働き方の未来」の論考も参考
となる）。この点で、IBM Watson（自然言語処理と機械学習を使
用して、大量の非構造化データから洞察を明らかにするテクノロ
ジー・プラットフォーム）の事例も示唆的だ。IBMは、AIを
「Artificial Intelligence（人 工 知 能）」で は な く、「Augmented 
Intelligence （拡張知能）」として人間の知識を拡張し増強するも
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10.8 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

義務教育段階での学習指導

大学等高等教育機関における教育・研究の充実

企業におけるＯＪＴ（企業内訓練）の計画的・実践的な推進

企業における自己啓発に関する支援制度

外部サービスによる教育・訓練プログラムの提供

国家資格・国家試験制度の創設

企業におけるＯＦＦ－ＪＴ（企業外訓練）の充実

アイデアや創造性を競うコンテストの開催

その他

特に学習環境や支援制度は必要ない

無回答

全体（n=12,839)

図表 17　AI の活用が一般化する時代において、AI 活用のスキルを取得しよ
うとする場合に必要な学習環境や支援制度（MA、単位＝％）

【労働者調査】
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の と 定 義 し て い る。
Watsonは「人 間 を 助 け
る技術」との位置づけと
考 え ら れ る（https://
w w w . i b m . c o m /
watson/jp-ja/what-is-
watson.htmlなど参照）。

４　調査票の注記として、
以下の設問では、AI（人工
知能）の活用が一般化す
る時代（今から20年ほど
先の遠い未来）を念頭に
回答を求めている。

（主任調査員補佐・ 
奥田栄二）

表 2　労働者調査の回答者属性
（性、年齢、職種の属性）

表 1　企業調査・労働者調査の回答属性
（従業員規模・業種）

労働者調査

938,21計合

8.55性男

2.44性女

0.0答回無

3.0満未歳０２

8.5歳４２～０２

2.31歳９２～５２

3.31歳４３～０３

7.41歳９３～５３

2.71歳４４～０４

9.41歳９４～５４

9.9歳４５～０５

4.7歳９５～５５

5.2歳４６～０６

6.0歳９６～５６

1.0上以歳０７

2.0答回無

4.12職理管

7.01職術技・門専

6.45職務事

1.4職売販

6.2職スビーサ

2.0職安保

1.3職程工産生・造製

5.0職転運械機・送輸

2.0職掘採・設建

5.0職務労等掃清・搬運

8.1他のそ

4.0答回無

職種

性別

年齢

企業調

査

労働者

調査

938,21505,2計合

2.47.4下以人９９

2.541.74人９９２～００１

8.923.92人９９９～００３

8.814.71人９９９，９～０００，１

4.19.0上以人万１

6.07.0答回無

2.01.0業取採利砂、業石採、業鉱種業

3.83.7業設建

9.727.72業造製

3.16.0業道水・給供熱・スガ・気電

2.31.3業信通報情

6.71.8業便郵、業輸運

2.512.81業売小、業売卸

9.21.2業険保、業融金

0.11.1業貸賃品物、業産動不

5.20.2業スビーサ術技・門専、究研術学

4.43.5業スビーサ食飲、業泊宿

5.15.1業楽娯、業スビーサ連関活生

5.21.2業援支習学、育教

2.47.3祉福、療医

3.01.0）どな合組同協、局便郵（業事スビーサ合複

4.313.31）のもいなれさ類分に他（業スビーサ

8.26.2他のそ

6.03.1答回無

従業員規

模


